
1.事業者概要(全社共通)

2.事業所概要

3.通常の事業の実施地域及び営業時間

4.職員体制(主たる職員)

※

5.利用料等

5-1.介護保険給付の対象となる料金

居宅介護支援利用契約　重要事項説明書

職員(人)

藤沢市、茅ヶ崎市、大和市、綾瀬市、高座郡寒川町、横浜市(栄
区、泉区、旭区、戸塚区、瀬谷区)

介護支援専門員 4人 0人

介護保険事業所指定番号

開設年月日 2019年5月1日

利用者又はその家族からの依頼に基づ
き、利用者の居宅サービス計画の作成及
びその説明、利用者からの相談対応を行
います。

職種

8:30～17:30(ただし利用者からの連絡は24時間受け付けること
ができる体制を整えています。)

事業所名 ミモザ居宅介護支援藤沢
所在地

指定居宅介護支援事業所

常勤 非常勤

管理者

作成日:2025年2月17日

神奈川県藤沢市湘南台3-25-22 アメニティ湘南台1階101号室

管理者氏名

事業所の種類

事業所の運営方針 〇利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利
用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービ
スが、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう
配慮して行うものとします。
〇利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立っ
て、利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は
特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏ることのないよ
う、公正中立に行うものとします。

営業日 月曜日～土曜日(ただし12/29～1/3を除きます。)

損害賠償責任保険加入先

営業時間

ミモザ株式会社

職務内容

厚生労働省の定める基準を遵守し、指定居宅介護支援を提供する職員として、上記の職
種の職員を配置しています。

事業者名

1人

1472206562

電話／FAX番号 (電話)0466-46-7580／(FAX)0466-46-7661
唐木丈久

事業の目的 要介護状態にある高齢者に対し、事業所の介護支援専門員によ
り、居宅介護支援を提供することを目的とします。

通常の事業の実施地域

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社

従業者及び業務の管理を行います。

代表者名 代表取締役　清水　亨

所在地 東京都品川区南品川二丁目2番5号
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5-2.通常の事業の実施地域を越えた場合の交通費

6.研修

① 採用時研修 採用後2か月以内

② 経験に応じた研修 随時

7.秘密保持と個人情報の保護

〇

①

②

〇

①

②

③

8.提供するサービスの第三者評価の実施状況

9.身体拘束等の適正化

〇

〇

①

②

③

実施した直近の年月日  
実施した評価機関の名称

使用した交通手段

公共交通機関

利用者のあらかじめの書面による同意がある場合。

その他利用者等の個人情報を開示する正当な理由がある場合。

2,000円

3,000円

評価結果の開示状況

自動車
越えた地点から片道概ね50㎞未満

越えた地点から片道概ね50㎞以上

事業者は、利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為を行いません。ただし
利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合に限り、
身体拘束を行う場合があります。
上記の身体拘束を行うのは、以下の3つの要件をすべて満たしている場合に限ります。

切迫性

利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が著しく高い
こと。
非代替性

身体的拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと。

一時性

身体的拘束その他の行動制限が一時的なものであること。

 

事業者は、利用者及びその家族等(以下、「利用者等」といいます。)の秘密保持と個人
情報の保護について、次の事項を遵守します。

　事業者は、従業者の資質向上のために研修の機会を次のとおり設けます。また業務の執行
体制についても検証・整備します。

法定代理受領サービスを利用できる場合、利用者が負担する料金はありません。法定代理受
領サービスを利用できない場合、利用者は本重要事項説明書の添付書類の料金を一旦負担し
ていただくことになります。

実費

交通費

業務上で知りえた利用者等に関する秘密や個人情報を、具体的な方法を定めて保護し
ます。
秘密保持については、居宅介護支援利用契約書の履行中だけでなく当該契約終了後も
遵守します。

事業者は、法令に基づく必要な措置をとるために、以下の場合に利用者等の個人情報を
関係者等に開示することがあります。

実施の有無 なし

 

利用者又は第三者の生命・身体・健康・財産に危険がある場合。
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〇

〇

11.苦情相談窓口並びに苦情処理の体制及び手続き

12.緊急時及び事故発生時における対応

〇

〇

〇

〇 事業者は賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を行います。

重要事項説明書の添付書類

〇 介護保険の基本報酬

〇 介護保険の加算報酬

旭区役所高齢・障害支援課
(電話)045-954-6061

泉区役所高齢・障害支援課
(電話)045-800-2436

事業所苦情相談窓口

事業者は、上記の取り組みを適正に行うために、年1回身体的拘束等の適正化のための研
修を行います。

事業者は、身体的拘束を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状
況並びに緊急やむを得ない理由を記録することとします。しかし、その場合も速やかな
解除に努めるとともに、理由を利用者本人に説明し、理由及び一連の経過をご家族等に
報告します。

事業者は上記の事故の状況及び事故の際にとった措置について記録します。

本社苦情相談窓口

事業者は、サービスの提供を行っているときに利用者の症状の急変、その他緊急事態が
生じたときは、速やかに主治医及び利用者の家族に連絡し、救急指定病院へ搬送する等
の処置を講じます。
利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市区町村、当該利用者の
家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡するとともに、必要な措置を講じ
ます。

横浜市役所健康福祉局介護事業指導課
(電話)045-671-3461

神奈川県国民健康保険団体連合会
(電話)045-329-3447
藤沢市役所介護保険課
(電話)0466-50-3527
茅ヶ崎市福祉部介護課給付担当
(電話)0467-81-7164

お客様相談室　(電話)03-6712-8110　9:00～17:00

　苦情相談窓口は下記の通りとなります。事業所苦情相談窓口又は本社苦情相談窓口の担当者
が苦情を受けた場合、当該苦情に関する情報収集を行い、必要に応じて関係者と協議を行いま
す。その結果、対応策の実施が必要となった場合には、速やかに実施します。

大和市役所健康福祉部介護保険課事業者指導係
(電話)046-260-5170

瀬谷区役所高齢・障害支援課
(電話)045-367-5714

戸塚区役所高齢・障害支援課
(電話)045-866-8452

栄区役所高齢・障害支援課
(電話)045-894-8547

外部苦情申立て機関

唐木丈久　(電話)0466-46-7580　月～土　8:30～17:30

寒川町高齢介護課高齢福祉担当
(電話)0467-74-1111
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〇 介護保険の各種加算の説明

(以下余白)
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緊急連絡先①

氏名

間柄

住所

電話

緊急連絡先②

氏名

間柄

住所

電話

主治医

病院名

主治医氏名

住所

電話

緊急連絡先及び主治医
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(事業者)

事業所名

住所

説明日 年 月 日

説明者名

(利用者)

住所

氏名

(署名代行者(利用者の署名を代筆した場合))

住所※1

氏名 (本人との関係: )

※1　住所は、利用者本人と同じ場合は記入を省略できます。その場合は、住所欄に「本人と同じ」とご記入ください。

(家族の代表または利用者代理人(代理人がいる場合))

住所※1

氏名 (本人との関係: )

※1　住所は、利用者本人と同じ場合は記入を省略できます。その場合は、住所欄に「本人と同じ」とご記入ください。

　

利用者は、心身の状況等により署名が出来ないため、利用者本人の意思を確認の上、私が利
用者に代わって、その署名を代筆しました。

当事業者は本重要事項説明書に基づいて、居宅介護支援のサービス内容及び重要事項の説明
をしました。

ミモザ居宅介護支援藤沢

神奈川県藤沢市湘南台3-25-22 アメニティ湘南台1階101号室

私は本書面の交付と説明を受け、重要事項説明書及びその添付書類の内容に同意いたしま
す。
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①地域単価

②基本料金(月額)

居宅介護支援費(I)

円

円

円

円

円

円

居宅介護支援費(II)

円

円

円

円

円

円

※

※

※

※

316 3,425

要介護3-5 410 4,444

15,295

居宅介護支援費(ii)
50件以上60
件未満

要介護1-2 527 5,712

要介護3-5 683 7,403

居宅介護支援費(i) 50件未満

介護度 単位数

担当件数 介護度 単位数

326

担当件数

15,295

5,896

7,631

3,533

4,574

法定代理受領サービス
を利用できない場合

11,772

【法定代理受領サービスを利用できない場合の負担額算出方法】
地域単価×単位数(利用料金(10割)。1円未満切捨て。)

上記料金は、厚生労働省の報酬告示(2024年4月施行)に基づき定められた料金です。改正
になった場合には当該改正に従い変更させていただきます。
料金の計算過程における端数処理により、実際の請求額が上記金額と若干異なる場合が
あります。

居宅介護支援費(II)は、一定の情報通信機器の活用又は事務職員の配置を行った場合に
算定します。
正当な理由なく特定の事業所(指定訪問介護、指定通所介護、指定地域密着型通所介護、
指定福祉用具貸与)に80%以上集中した場合は、特定事業所集中減算として1月につき200
単位減算します。

法定代理受領サービス
を利用できない場合

要介護1-2 1,086 11,772

要介護3-5 1,411

要介護3-5

要介護3-5

要介護3-5

(以下余白)

介護保険の基本報酬(2024年4月1日以降)

地域 藤沢市(4級地)
地域単価 10.84円

要介護1-2

要介護1-2

1,086

1,411

544

45件未満

45件以上60
件未満 704

422

要介護1-2

居宅介護支援費(iii) 60件以上
要介護1-2

60件以上

居宅介護支援費(i)

居宅介護支援費(ii)

居宅介護支援費(iii)



①地域単価

②各種加算

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

※

※

6,504
8,130
9,756
542

2,168

法定代理受領サービス
を利用できない場合

3,252
4,563

退院・退所加算(II)イ 600

介護保険の加算報酬(2024年4月1日以降)

地域 藤沢市(4級地)
地域単価 10.84円

初回加算 300

加算の名称 単位数 備考

特定事業所加算(II) 421

入院時情報連携加算(II) 200 月1回まで

入院時情報連携加算(I) 250 月1回まで2,710
2,168

退院・退所加算(I)ロ 600
退院・退所加算(I)イ 450 4,878

6,504

退院・退所加算(III) 900
退院・退所加算(II)ロ 750

緊急時等居宅カンファレンス加算 200 月2回まで

通院時情報連携加算 50 月1回まで

上記料金は、厚生労働省の報酬告示(2024年4月施行)に基づき定められた料金です。改正
になった場合には当該改正に従い変更させていただきます。
料金の計算過程における端数処理により、実際の請求額が上記金額と若干異なる場合が
あります。

(以下余白)

【法定代理受領サービスを利用できない場合の負担額算出方法】
地域単価×単位数(利用料金(10割)。1円未満切捨て。)



退院・退所加算(II)イ

利用者の退院又は退所に当たって、当該退院又は退所に係る
病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施
設の職員と面談を行い、利用者に係る必要な情報の提供をカ
ンファレンス以外の方法により2回以上受けていること

退院・退所加算(II)ロ

利用者の退院又は退所に当たって、当該退院又は退所に係る
病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施
設の職員と面談を行い、利用者に係る必要な情報の提供を2
回受けており、うち1回以上はカンファレンスによること

退院・退所加算(III)

利用者の退院又は退所に当たって、当該退院又は退所に係る
病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施
設の職員と面談を行い、利用者に係る必要な情報の提供を3
回以上受けており、うち1回以上はカンファレンスによるこ
と

介護保険の各種加算の説明(2024年4月1日以降)

加算の名称 加算の説明

初回加算

次のいずれかに該当する場合に算定します
〇新規に居宅サービス計画を作成する利用者に対し指定居宅
介護支援を行った場合
〇要介護区分が2区分以上変更された利用者に対し指定居宅
介護支援を行った場合

退院・退所加算(I)ロ

利用者の退院又は退所に当たって、当該退院又は退所に係る
病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施
設の職員と面談を行い、利用者に係る必要な情報の提供をカ
ンファレンスにより1回受けていること

特定事業所加算(II)

次のいずれにも該当する場合に算定します(主な要件のみ列
挙しています)
〇一定数以上の(主任)介護支援専門員の配置を行っている
〇利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事
項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催している
〇24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用者等の
相談に対応する体制を確保している
〇特定事業所集中減算の適用を受けていない
〇介護支援専門員1人当たりの利用者数が45名未満(居宅介護
支援費(II)を算定している場合は50名未満)
〇多様な主体等が提供する生活支援のサービスが包括的に提
供されるような居宅サービス計画を作成している

退院・退所加算(I)イ

利用者の退院又は退所に当たって、当該退院又は退所に係る
病院、診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施
設の職員と面談を行い、利用者に係る必要な情報の提供をカ
ンファレンス以外の方法により1回受けていること

入院時情報連携加算(I)
利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病院又
は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情報を提供
していること

入院時情報連携加算(II)
利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日に、
当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な
情報を提供していること



介護保険の各種加算の説明(2024年4月1日以降)

加算の名称 加算の説明

緊急時等居宅カンファレンス加算

病院又は診療所の求めにより、医師又は看護師等と共に利用
者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応じて介
護サービスの利用に関する調整を行った場合

通院時情報連携加算

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診療を
受けるときに介護支援専門員が同席し、医師又は歯科医師等
に対して当該利用者に係る必要な情報の提供を行うととも
に、医師又は歯科医師等から当該利用者に関する必要な情報
の提供を受けた場合


